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本書の狙いは、大国のなかの地域経済
の変化に着目して、その中で最もダイナミッ
クに変化している中規模の都市に焦点を
当て、グローバル化の中で都市成長の実
態を明らかにすることである。ここで言う大
国とは中国、ロシア、日本、EU、アメリカを取
り上げた。EUは国ではないが、域内経済
は高度に統合されているので国として扱う
ことにした。

中規模都市とは大都市と小都市とは違
い、ある程度の人口や産業規模を持つ都
市という意味合いで中規模都市を考えて
いる。ニューヨーク、ロンドン、上海のような
既に国際的に有名な大都市でもなく、もの
すごく小さな地方都市でもない、真ん中の
中規模の都市ということで捉えていただき
たい。

この5つの大国はどれも世界に対して非
常に大きな影響を与える国であり、その国
の経済の実態を理解するためにはそれぞ
れの国を一国としてだけで捉えるには不
十分である。その国の中に入って、各地域
でどのような変化があるのかを見ていく必
要がある。次に、急速なグローバル化によ
り、どんな国でも、その中の地域経済は激

しく変化している。その変化の流れをまとめ
て俯瞰するような形で注視する必要があ
る。最後に、大国のなかの地域変動という
ものは経済だけではなく、その国の政治や
外交政策にも大きな影響を与えている。

グローバル化と国内市場の一体化に
よって、どの地方も（特に地方都市）激しい
人口争奪と成長競争に晒されている。その
中で最もダイナミックに変化しているのが中
規模都市である。日本だけではなく、アメリ
カ、ロシア、中国でもこのようなことが起きて
いる。例えば、ロンドン、東京、ニューヨーク
のような大都市は民間の力は非常に強く、
市場原理で成長していくパターンが多い。
一方、人口が少なく非常に小さな小都市に
は民間企業が少ないため市場原理では
成長できず、行政の力による支援政策など
が成長の原動力になる。中規模都市はあ
る程度の人口規模と産業規模を持ってい
るものの、それだけでは成長しづらいので
政策の補いが必要である。したがって、中
規模都市においては、市場と政府の関係
が非常にダイナミックに動いている。うまく融
合していけば成長の軌道に乗るし、そうで
なければ衰退してしまう。人口は周辺の大

都市に奪われてしまう可能性があるため、
中規模都市では成長と衰退の岐路に立た
されている。成長していけばその国の中の
都市の順位は上がっていき、衰退していけ
ば下がっていくため、その国の都市システ
ムの中で位置関係が変化する可能性が
ある。このようなことはやはり様々な大国の
なかで見られるので、中規模都市はきちん
と分析する必要があると考えられる。既存
の大都市や小都市の研究に比べると、中
規模都市への研究がまだまだ少ないことか
ら、今回はそれを研究したということである。

本研究に5つの関心点がある。はじめに、
大国のなかの地域経済はどのように変わっ
ているのか。次に、国によって全く状況が違
うので、自然的な条件や制度の様々なパ
ターンが見られ、それらのパターンにどのよ
うな特徴があるのかを考える。3つ目は中規
模都市のサバイバルで、成長と衰退の実態
を明らかにする。4つ目は成長のメカニズム
で、どのような条件やメカニズムで成長して
いるのかを検討する。最後に、地域経済の
方向性である。今はZoomなどの情報技術
が発展していて、技術革新や防災などの
観点からも新しい地域の流れが出ている。

ERINA北東アジア研究叢書11「大国のなかの地域経済―アメリカ・中国・日本・
EU・ロシア」出版記念Webセミナー

「事例から考える中規模都市の成長
� ―コペンハーゲン、福岡、中国・合肥―」
日時：2022年4月21日　13:00-14:30

開催方式：オンライン（Zoom）

１．叢書発刊の主旨
新潟県立大学国際地域学部准教授　穆尭芊

　ERINAは2022年2月、第11巻目となるERINA北東アジア研究叢書「大国のなかの地域経済―アメリカ・中国・日本・EU・ロシア」を発刊
した。
　今回のセミナーでは書籍に掲載した都市の中から、コペンハーゲン、福岡、中国・合肥の3都市に焦点をあて、各執筆者がそれぞれ概要
を報告した。
　上記の3都市の報告の他、発刊の主旨と総括を編著者である新潟県立大学の穆尭芊准教授とERINA調査研究部長の新井洋史が報
告した。
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デンマークは EU に加盟している国で、
北欧諸国の一つの国である。人口は580
万人程度で兵庫県ぐらい、面積は九州と
同じぐらい、人口密度は日本より少し低い。
単一制国家・一院制・比例代表制というシ
ステムをとっている。

重要な点は、デンマークは1973年にイ
ギリスが EC に入るタイミングで同じように
EC に加盟したが、ユーロを導入していな
いことである。北欧諸国の中ではスウェー
デン、ノルウェーもユーロを導入せず、そ
れぞれが独自通貨を発行している。また、
デンマークは NATO に加盟しているが、
北欧の中ではフィンランド、スウェーデンは
入っていない（報告時点）。同じように北
欧といってもEUとの関係性は様々である。

デンマークは環境先進国、電子政府が
進んでいる国、あるいはそれが進んだ都
市だと言われている。一方、EU 諸国の
都市が抱えているような様 な々問題を象徴
している場所でもあると考えている。

EUとデンマークの関係、デンマークの
コペンハーゲンとの関係を紹介しながら、
この中規模都市が抱える都市問題、それ
と地域経済との関係を見ていきたい。特
に本日は、カーボンニュートラルの戦略や2
つの都市問題、移民や地価の問題などを
話したい。

EU が直面している経済統合の問題や
都市問題について考えていく。

私の専門の財政学の視点からこの EU
経済統合の問題を考えると、「財政統合
なき通貨統合の悲劇」だと言えると思う。
これは神野直彦氏（東京大学名誉教授）
の議論を参照している。どういうものかと
いうと、EU はユーロを共通通貨として導
入し、欧州中央銀行によって金融政策を
統合している。一方、一部でその構造調
整金などの共通財源やコロナ禍で新たな
共同財源を確保しようとする動きはあるが、
例えば日本の地方交付税のように大規
模な財政調整を行っているわけではない。
通貨統合だけが進んでいて財政調整をし
ていない。その結果、一部の国、日本で
例えると一部の都道府県の市町村がそれ
に該当するのが EU のそれぞれの国だと

したら、一部の財政力の弱い国は独自通
貨による調整が効かず債務危機に陥って
しまう。これが、結果的にギリシャなどが
直面した欧州債務危機につながってきた。
しかし、財政まで完全に統合したらそれ
はもう一つの国のようになってしまう。実際、
税制は国民国家の成り立ちと深く結びつ
いているから、その税制のあり方をどうす
るかは各国が決める権限が保証されてい
る。それをEU 諸国全体で決めるとなると
非常にハードルが高くなってくる。

このような経済統合上の問題を抱えて
いるわけだが、今回のコロナ禍で共通の
財政的な危機に対応するため大規模な
共同債発行と国境炭素税の導入を合意
した。これによって大きな基金を作って対
応しているが、今後、財政統合が進むの
か、というのは議論が待たれるところだと
思う。このように、統合していく中でなかな
か構造的にうまく行かないという問題があり
ながら、一方で、危機の時代においては
その統合をさらに進めていこうという動きが
ある。北欧は財政的に余力がある国で拠
出側に回る。したがって、このように財政
的に統合しようとする動きには難色を示し
ている。デンマーク自体は親 EU 国だが、
反 EU 勢力も一部出てきている、というの
が今の状況である。

EU 諸国の都市が抱える問題について、
主に2つの話をしたい。

1つは都市部における人口集中・土地
価格の高騰である。近年、不動産投資
が活発化し、都市周辺での地価が高騰
している。特にコペンハーゲンでは住宅
問題が深刻化している。2つ目は移民・難
民の問題で、それによる地域的な社会的
分断が発生している。デンマークのコペン
ハーゲンでは都市部に移民が集中し、そ
れによって地域的に人々が分断していくと
いうことが社会的な課題になっている。ま
た、デンマークに限らず欧州諸国で極右
政党が勢力を拡大し、移民に対する福祉
を削っていくような動きが起こっている。デ
ンマークのコペンハーゲンは EU が直面
している都市問題を象徴したような状況に
なっていると考える。

デンマークの首都はコペンハーゲンだ
が、日本でも「都市」という言葉を使うとき
に様 な々意味を持って使うように、デンマー
クもコペンハーゲン以外には広域自治体で
あるデンマークの首都地域というものがあ
る。これは、もともとデンマークには2007年
前までは県があったが、これを廃止して広
域自治体を設定した。県がなくなって広域
自治体は課税権を持たず、補助金だけで
成り立っている医療サービスを行う行政組
織になった。これとは別にコペンハーゲンメ
トロポリタンエリアという鉄道網があり、都
市計画とリンクしている。このように多様な
都市問題、都市定義があるが、それを踏
まえてコペンハーゲンの都市問題を説明し
たい。

経済集中度の上昇や緩やかな人口増
加を背景に不動産投資が活発化し、もとも
と家賃統制などは厳しい国であるが、近
年土地価格が高騰している。既に地価は
リーマンショック前の不動産バブルの水準
を超えている。これにより、コペンハーゲ
ン周辺では特に大学生はなかなかそこに
住めないという問題が発生している。また
多様な属性の人たちが暮らすために、デ
ンマークでは様々な地域でいわゆる公営
住宅ではないが、非営利の政府補助機
能付きの社会住宅と呼ばれるものが各地
に設置されている。しかし、一部の地域
では地価が上がり過ぎ、財源の制約から
これの設置ができなくなり、一部の地域に
社会住宅が集中し、そこに移民の人たち
が集中する結果となっている。それによっ
て地域的に分断していくことが特にコペン
ハーゲンでは課題になっている。

コペンハーゲンの街並みを歩くと、環境
に関するデモが活発に行われており、そ
れに対して環境をめぐる政治の問題がより
目立ってきている。

デンマーク、特にコペンハーゲンでは移
民増加やそうしたものに対する問題が深
刻化してきている。実はデンマークは非常
に極右政党の勢いが強かった国である。
もともと1970年代に所得税を廃止するこ
とを掲げたデンマーク進歩党が政治的に
台頭した。この政党の後継団体として極

２．事例　（１）EUの都市問題とエネルギー戦略―デンマーク・コペンハーゲン
明治大学政治経済学部専任講師　倉地真太郎
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右政党のデンマーク国民党が第3政党に
なり、議会のキャスティングボードを握った。
閣外協力で彼らが YESと言わないと法
案が通らない状況が続き、移民排外主義
的な政策に強い影響力を与えた。福祉を
一方的に削っていくような新自由主義的な
考え方というよりも、デンマーク国民の福祉
を守ることを強調したような福祉ショービニ
ズムという考えに則って政策を進めた。し
かし、右派政権でも左派政権でも長らく閣
外協力を続けてきたが、その結果、社会
民主党や自由党の既存の大政党がこの
極右政党の政策を真似るようになり、近似
化していくことになった。その結果、極右
政党との差別化ができなくなり、2019年6
月の国政選挙で大敗し、今は党の勢いは
だいぶ弱くなった。この背景にはもう一つ
環境問題や税制問題、高所得者課税の
問題が選挙の争点になっていたことがあ
る。スウェーデンの環境活動家であるトゥー
ンベリ・グレタ氏の活動がデンマークのコペ
ンハーゲンでも多くの影響を与え、連日若
者たちのデモが行われた。このように都
市問題を抱え、なおかつ環境をめぐる政
治の中心的な場所になっているのがデン
マークのコペンハーゲンである。

デンマークやコペンハーゲンは環境問
題についてどのような戦略をとって地域経
済を回していこうと考えているのか。

デンマークはいわゆるデカップリング、経
済成長と温室効果ガスの削減の両立を図
ろうと戦略的に行動・計画をしてきた。実
際に経済成長率を高めながらエネルギー・
温室効果ガスの削減を両立してきたとい
うのが、マクロで見た評価である。どのよ
うなことをやってきたのかというと、まず再
生可能エネルギーの普及率を引き上げ
て、温室効果ガスの意欲的な削減目標を
掲げ、それを達成してきた。近年では再

生可能エネルギーの普及率が50% に達
した。さらに2030年までに温室効果ガス
を90年比で7割削減し、2050年にはカー
ボンニュートラルを達成する目標を掲げた。
特に、コロナ以前からもカーボンニュートラ
ルは環境エネルギー政策の戦略の柱で
あったが、コロナ禍においてはこれから産
業構造がより転換していくだろうということ
を見据えた戦略が立てられている。社会
民主党率いる中道左派政権はコロナ後の
経済対策の柱として、グリーンリカバリーを
掲げ、グリーンジョブ、つまり環境のスキル
を養成する職業訓練支援などを積極的に
行っている。そして本日のテーマに関連す
るが、コペンハーゲンは何をしているかと
いうと、実は国以上により戦略的・意欲的
に目標を掲げている。

環境先進都市であるコペンハーゲンは
「コペンハーゲン2025」という計画を策定
し、ロードマップを作成した上でどれだけ
これを達成しているかを毎年チェックしな
がら計画を進めている。2025年までに事
実上のカーボンニュートラル都市を目指す
と宣言している。ここで重要になってくる
のは、コペンハーゲンやデンマークというと
風力発電というイメージがあるが、都市に
おいてはバイオマスの活用が近年重要に
なってきている。

コペンハーゲンなど都市のホテルに泊ま
ると、ホテルの部屋の隅に白い熱暖房の
機器が置いてあり、これによって部屋を常
時温めることができる。この温める仕組み
がネットワーク上に繋がって効率的に熱を
供給したり、電気を送ったりすることができ
る。これが都市部で非常に高い割合で普
及している。このように地域的なエネルギー
ネットワークがコペンハーゲンにあり、それ
をうまく活用してカーボンニュートラル戦略
を達成していこうとしている。ここで重要な

のは、効率的にこれを行っていくことでコス
トを減少させ、市民の可処分所得増加や
雇用拡大につなげ、同時に生活環境を改
善させていくことが戦略として掲げられてい
る。

カーボンニュートラルの戦略を達成する
ためには様々なセクターが連携する必要
がある。つまり、地域交通や熱暖房のシス
テムなど、地方公営企業も含めて様々な
場所で連携する必要があるが、そうした全
体のシステム、プロセスを管理していく上
で、電子政府化が重要な役割を果たして
いると言われる。デンマークではそれを70
年代からやってきたが、非常に大きな成果
になっている。また、コロナ禍でデンマーク
は対応がスピーディーだったと評価されて
いる。実際、2020年3月の時点で、賃金保
証するスキームを導入し、これによって失業
者の増加を防ぐことができた。またコロナパ
スも2021年の春の段階では既に導入され
ていた。このコロナパスを早く導入できたの
も、都市部において自治体のいわゆるDX
化が非常に早くから進んでいたことが影響
している。

デンマークのコペンハーゲンは今後安
泰なのかというと必ずしもそうではなく、実
は都市に人口が集中して地価が高騰して
いるという背景がある。これによって地域
間の財政力格差がじわじわと開いてきて
いるので、財政調整制度のあり方をめぐっ
て自治体間が対立をしていく可能性もあ
る。実際に、一部の首長が国に対してそ
れで意義申し立てをすることが問題になっ
ている。このような都市をめぐる都市問題
と都市の環境政治、そしてエネルギー戦
略、地域経済のダイナミズムの中でコペン
ハーゲン、そしてデンマークが戦略的に動
いている。

本日は、東京一極集中問題が今どの
ようになっているかを大まかに把握してか
ら、なぜこのようなことになってしまったの
か、一方、そうした現象が起きながらも、よ
く見ていくと少し違う動きをしていく地域が
あり、これがタイトルでも示している福岡で

ある、という流れで話したい。
この東京は、東京都というよりも東京を

含む通勤圏や周辺の県も含めた東京圏、
または東京メトロポリタンエリアなど様々な
言い方があるが、一つの巨大都市として
捉えたときに、東京というのは実は世界最

大である。人口規模約3700万人、人口
のおよそ3分の１の人たちが東京圏に集中
している。これだけの規模の都市、ある
いは都市圏というのは世界を見てもない。
インドのデリーや中国の上海も巨大都市だ
が1千万くらいの差がある。

（２）東京一極集中への対応を迫られる日本―活力あるアジアの拠点都市へと変貌する福岡
立命館アジア太平洋大学アジア太平洋学部教授　久保隆行
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人口密度の高いところを繋ぎ合わせて
作った人口集中地区で、そこに人口の約
3分の1が住んでいるということになる。も
ちろん東京都という区分ではもっと小さい。
しかし、周辺の県を含め、人口が繋がっ
て住んでいるということはそこにコミュニティ
があり社会が形成され、県の境に関係な
く人が行き来し、鉄道などのインフラ網な
どが普通に通っていて、経済的な運営が
一体的になされていることになる。世界で
これだけの規模の都市を抱え、それをしっ
かりと運営できる都市はない。日本の東京
だけである。非常に良い言い方をするとソ
フィスティケイテッド（sophisticated）でとて
も緻密にできたすごい都市であり、それゆ
え、どんどん巨大になっても崩壊せずに大
きくなってしまったという現状がある。

都道府県別に見ても、もちろん東京都
は一番人口が多い。一方、県内総生産
を同じように都道府県別に割り振っていく
と、東京都は突出し、他のところは人口比
と総生産の比率を見てもどれも低い。すな
わち、東京都は生産面においても人口集
中以上の生産力を持っている。

なぜ東京一極集中、あるいは3大都
市圏に人口が集中していったかを見る一
つのキーとして、産業構造の転換がある。
歴史的に見て、第1次産業から第2次産
業、そして第3次産業とへと移動が起きて
いる。もちろん、それには人の移動も伴う
ので、地方部からまず工業地帯へ人が
移っていき、さらにそこを飛び越えていわゆ
る都市部へ、もちろん地方にも都市部はあ
るので、地方部の中でもさらに地方から都
市部に、そしてさらにそこを超えて東京周
辺に人が集中してきているという流れがあ
る。

東京一極集中が実は政策をきちっと
やっていれば止められたのではないかとい
う考えが出てくるかもしれない。ところが日
本では本書のテーマでもある地方の都市、
あるいは地方地域圏は地方の問題ではあ
るけれども自分たちでは解決できず、地域
政策は基本的に霞が関や永田町などの
中央政府によって規定されている。そのた
め、一応、地域の独自性を謳いながらも
地域政策は地域間格差の解消を目的とし
て、各地域において横並び的な内容とな
る傾向が強かった。一方、先ほどのコペ

ンハーゲンでも少し出てきたと思うが、道
州制や地域圏にもう少し権限を持たせると
いったことが実はできておらず、制度的に
なかなか地域が自ら自立し、発展していく
のが難しい点がある。

国土形成計画は、全国の計画を地域
ブロック別に分けて、それぞれの自立的な
発展を目指して計画を作っているが、これ
は内発的なものではない。プランニングや
大きな方針はやはり中央で決めていくという
ことになっている。歴史的に見ても1962年
から国土計画が策定されてきて、5回にわ
たって改訂されてきている。もともと一番最
初の全総といわれるものが「地域間の均
衡ある発展」という形で始まり、これが受
け継がれながら、時の首相のそれぞれの
考え方も入り、特徴を示しながら徐々に変
わってきている。どのような手立てをしても
この一極集中は止められなかったというこ
とである。

地域ブロックで人口がどのように変化し
ていったかを見ると、首都圏だけが急激
に上昇してきて、その他の地域圏も高度
成長期あたりでは一定の人口増加はして
いるが、それ以降は横ばいで首都圏だけ
が増加し、格差は開いてきている。その間、
国土開発計画が次 と々打ち出されている
が、これを止めるには至っていない。

地域構造についてもう少し詳しく見てい
きたい。先述したように首都圏の中でも
特に東京圏に一極集中が進んできてい
る。東京圏、名古屋圏、大阪圏の人口
の転出入の状況を見てもやはり東京圏は
ほぼ転入超過が続いていて、バブルの
頃少しマイナスになっている。大阪は実は
マイナスがずっと続いてきて、最近少し上
がってきている。そして名古屋圏はほとん
どゼロのように推移している。都市圏への
人口集中と言いながらも東京圏にものすご
く集中してきている。ただ浮き沈みも結構
あり、下がっている局面をよく見ると、例え
ば工場等制限法、これは大学も含まれる
が、そうしたものが都内に作れなくなり、そ
うすると少し人が入ってくるのが止まること
が起きる。大阪でも同じような状況が起き
た。工場等制限法の他にも外部的なショッ
ク、例えば石油ショックやバブル崩壊、リー
マンショック、東日本大震災、そして最近
ではコロナ禍などがある。結論から言いう

と、政策的に人口調整ができたのは工場
等制限法くらいしかない。その後、様 な々
手立てがされてはいるが、やはり外的に大
きなショックがない限り一極集中は止めら
れないということも分かってくる。　

もう少し詳しく内訳を見ていきたい。コロ
ナ直前の1年あたりの都道府県別の転入
超過数を見ると、東京都あるいは首都圏
の人口がどんどん増えてきている。そして
どこから人々が東京都に来ているのかを
見ると、実は埼玉県だけは流出していた
が、ほぼ全国から人を吸い集めている。そ
して年齢層別に見てみると、若い人たち、
とりわけ大学入学から卒業する頃の人た
ちがどんどん入ってきて、高齢になると少
し出ていくということが続いている。

大学生数、上場企業数、国家公務員
数それぞれの数値を人口の構成比と比較
してみると、東京の人口が大きな山になっ
ている。即ち大学生、上場企業、国家公
務員が過度に集積し、それがマグネットに
なって、とりわけ高度な人材が集中してき
ているということである。つまり、マグネット
がある以上、これはもう止められない状況
である。

このようにもう少し高次機能あるいは中
枢管理機能が集積している地域というの
は非常に人口が集まりやすい、あるいはと
りわけ高度な人材が集まりやすい。そして、
さらなる集積を呼んでいき、周辺と格差が
できていくということになる。都市システム
論が背景にあり、このような分析の蓄積は
今まであるが、こういったものを見てみると、
もちろんこの3大都市圏が非常に大きなマ
グネットとなる。

本社の立地と支社の関係を示した階層
図では3大都市圏が上に来て、次の階層
に地方中枢都市である福岡、広島、仙台、
札幌がある。これら3大都市の次に人が
集中しやすい都市の構造機能に一定の
蓄積があるとしている。この第2グループ
の推移を見ても、やはり格差ができている
ことに着目したい。結論から言うと、福岡
が高次的になっていて、単に人口が増え
ているということ以上の成長の仕方をして
きている。

私がさらに独自で分析し、この4都市を
比較して、国内的観点の指標と国際的観
点の指標で比較し数値化して計算してみ
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た。やはり福岡はとりわけ国際化の指数、
グローバル都市レベルが非常に高いスコ
アであることが分かった。

福岡が成長しているという話をこれから
していくが、グローバル化がキーになって
いる。1961年から福岡は基本計画を策定
して、実は都市として一番最初にマスター
プランを作ったと言われている。最初は工
業都市を目指していた。ところが様 な々状
況によって、それはもう無理だということで、
すぐに方向転換してサービス都市、商業
都市に変えようとマスタープランを変えてい
る。それからさらに、先ほどのスプロール
の話があったが、早い段階からそうしたも
のを抑制し、コンパクトな都市づくりをする
という成長の仕方をしている。他の東京
圏と比べても随分コンパクトな形に収まっ
ている。計画がどう変遷したか、要するに
1980年代のバブルのピークの頃からアジア
という言葉やグローバルという言葉が基本
計画に入るようになってきて、こうしたキー
ワードだけではなく政策的に、アジア政策

を基本計画の中に取り込みながら、あるい
はこのように数値目標などを策定しながら
推進してきている。今や4つの中枢都市の
中でも非常にグローバル化した、とりわけア
ジアに近いシステム化した特性のある都市
に成長している。他のシアトルやバンクー
バーのような都市とも独自で比較している
が、いずれも首都ではなく地域圏にある非
常に成長している都市で、まだまだ足りな
いということも見いだしている。スタートアッ
プなどで頑張っているが、シアトルにはマ
イクロソフトやアマゾンなどがあり、そうした
ところになるには時間はかかるが、東京に
立地した外資系企業の支社を誘致するの
ではなく、ダイレクトにグローバルな立地進
出を狙っている。

グローバルな成長を後押しするためには
空港のインフラなどにまだ課題があるので
はないか。同じように小さな都市にもかか
わらず、皆素晴らしい国際空港を持って
いるが、福岡はまだ滑走路が1本しかなく、
何とか2本目の滑走路の整備が終わろうと

している。あるいはウォーターフロントの国
際会議やターミナルを増設したりして開発
を進めながら、決して大都市ではないシア
トルやバンクーバーなどをベンチマークとし
ながら成長を目論んでいる。

最後に、こうしたことを踏まえていくつか
まとめたい。

日本の地域政策の主体は今のところ中
央政府である。様 な々規制緩和などはや
はり中央政府主導でやらなくてはいけない
ので、これはやってもらうしかない。一方、
広域圏に委譲もできるわけで、そうした権
限があるのもやはり中央政府である。ここ
を踏まえておかなければならない。ところ
が、やはり地域政策というのは中央からや
るにしても、全国家的ではなくグローバル
な観点からさらに地域主体に変わっていく
べきで、日本の地域圏のグローバルな発
展以外に、日本の少子高齢化、人口減少、
東京一極集中に対応する方策はありえな
いのではないかというのを私なりの結論と
して示させていただきたい。

私は上海出身で、昔から上海には安徽
省から多くの出稼ぎ労働者が来ていた。
安徽省は地域的に上海に近い所で、イ
メージとして安徽省は極めて貧しい地域
であるということをある程度共感していただ
けるのではないかと思う。先ほどのコペン
ハーゲン、福岡のような世界的に知名度
が高い都市に比べると、未だに合肥市、
合肥市のある安徽省はあまり知名度がな
い。

今日はマクロ的な視点から中国の地域
の一体化、地域政策を中心に話したい。

中国は国土面積が極めて大きいことが
一つの特徴である。多くの国があるEUと
比較するとほぼ同じ面積であるにも関わら
ず、一つの国でさらに人口が沿岸部に集
中している。

中国の地域経済、例えば四川省や河
南省など域内生産（GRP）が高いところは
人口が多く、長江デルタでは一人当たりの
GRP が高い。安徽省に注目すると、GRP
の5分位法では安徽省はどちらかというと
下位グループに属し、長江デルタの上海、

江蘇省、浙江省のすぐ隣であるにもかか
わらず一人当たりの GRP が極めて低い。

2020年に習近平国家主席は中国が
いわゆる貧困撲滅に成功したということを
言っているが、いまだに地域間格差は非
常に大きい。かつて、中国清華大学の胡
鞍鋼氏が中国には4つの世界が存在する
と言われたが、最近では4つのうちの1つ
の最貧国に当たるグループが消えたと言
われている。つまり、全体的にはボトムアッ
プが実現しているにもかかわらず、現状は
依然格差が大きい。

中国の地域区分にはいろいろな区分法
がある。例えば6分類法、8大経済地域、
3大地帯、そして統計上の4大地域区分
があるが、近年の大きな特徴の一つが中
国の経済成長は西高東低型に転じ始め
ていることだ。先ほどの4つの経済分類法
に従って中国を東部、中部、西部、東北
部の4つの地域に区分して比較すると、最
近は中部と西部の成長が著しい。

中国の地域間格差を測る方法はいろい
ろあるが、私は財政を専攻しているので、

もう一つの新しい指標として、2003年、
2008年、2018年に集約して、それぞれ
の地域の地方税の税収がどう変化してい
るかを全国の格差指標として測ってみた。
地方税収の各省間の格差をジニ係数と合
わせて確認したところ、全体的に縮小す
る傾向があった。そして中国胡錦濤、温
家宝時代の2003年に和諧社会論が提起
されてからは、実は地域間の経済力格差
も減少傾向であることがうかがえる。これ
はあくまでも省レベルで確認するところだ
が、例えば全国平均を100とすると、2003
年に地方税収が最も多いのは上海市で、
全国平均の7倍にあたる。一方、一番
少ないのはチベットで全国平均のわずか
37% である。2018年のトップグループを見
ると、かつての7倍から4～5倍程度に下
がってきている。ここに属する地方税収が
全国平均7割未満の地域が最近では18
省から13省に減ってきていることから、中
国の税収面における格差は全国的に縮
小傾向にある。

中国の地域政策は大きく分けて西部大

（３）地域一体化を目指す中国―長江デルタとの連携を進める安徽省
専修大学経済学部教授　徐一睿
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開発、中部崛起、東北振興のようなブロッ
クごとに、トリクルダウン＊に基づく東部沿
岸地域を中心とする発展戦略から地域政
策に変わっていくが、最近の新しい流れ
としては、一帯一路、京津冀協同発展、
長江経済ベルト、粤港澳大湾区など、ブ
ロックが少しずつ縮小する方向に進んでい
る。

もう一つの特徴が都市化の進展ととも
に、地域経済の一体化を進める段階に
おいて都市の役割が特に強調されるよう
になってきている。都市人口と都市人口
比率が2020年ではすでに60%を超えて
おり、中国の全人口の14億人のうち大体
8～9億人が都市に住むようになってきてお
り、地域政策の変化にある意味連動して
いるのではないかと思っている。

最近の中国政府の政策案を見ていく
と、都市群や都市圏という概念が多く用
いられている特徴がある。特に、国家発
展改革委員会が都市圏に関しても指針を

発表し、全体の地域政策の流れとしては、
都市群から都市圏、そして都市に階層化
した上で地域一体化政策における都市
の役割を強調するようになったという特徴
がある。

上海を含めた江蘇省と浙江省をイメー
ジする長江デルタ地域の範囲は、実は不
変なものではない。歴史的に何度もその
範囲を拡大したり縮小したりしてきている。
おそらく皆さんの概念の中にある長江デル
タというのは上海、江蘇省、浙江省だと
思うが、安徽省の一部の都市を長江デル
タに入れている時期もあるが、2010年に
長江デルタ地域計画を実施して以降、長
江デルタには安徽省を含まないことになる。
しかし、2016年以降、安徽省全域を長
江デルタに復帰させた。長江デルタ都市
群開発計画を作り上げたわけだが、その
中心都市は上海市で、5つの都市圏、つ
まり蘇州、無錫、常州を中心とする都市
圏、南京を中心とする都市圏、浙江省の

杭州を中心とする都市圏、寧波を中心と
する都市圏、最も新しい都市圏である上
海と南京、そして合肥をつなぐような形で
作り上げた合肥都市圏がある（図1）。

安徽省の経済・産業構造の変化を見て
みたい。

1980年、中国の改革開放の旗揚げを
したのは安徽省で、その後2000年までは
成長率は全体的に全国より低かった。し
かし2010年以降、安徽省の経済成長が
すさまじい勢いで進んでいる。

かつて安徽省は第1次産業を中心とす
る省であったが、直近の2018年では第1
次産業はわずか7.8% にまで下がり、これ
に代わる第2次産業が中心となって急速
に GRP 比で拡大している。さらに産業連
関表を使って、中国における安徽省の優
位産業および国際的な優位産業の比較
を出した特化係数で見ると、2002年は安
徽省の中国国内における優位産業は14
しかなかったが、2017年には33に拡大し
ている。同じように2002年から2017年に
かけて国際産業も大きく拡大している。か
つて、農林牧漁業や石炭発掘業などの
資源型に優位性があったが、最近では情
報通信・電子機械器具製造業の優位性
がますます高まっている。つまり、安徽省
の産業構造が既に農林や採掘業、から
製造業に変わりつつある。しかし、従前か
ら地域一体化を進めた上海市、江蘇省、
浙江省の都市と比較すると、安徽省の1
つの特徴として合肥の経済規模が突出し
て高く、安徽省内の他の都市と合肥とで
は大きな差が生じている。さらに長江デル
タの中で興味深いデータとして、2001年、
2010年、2018年を比較したときに、上海
市の重要性が少しずつ下がってきている。
例えば、一人当たりGRP のデータを見る
と、かつて上海市の一人当たりGRP は
地域内全体平均の7.7倍であったが、今
は1.6倍に縮小している。逆に上海周辺
の都市、例えば南京、無錫、上州、蘇州
といった都市の一人当たりGRP は上海を
超えるくらいに成長している。そうした中、
合肥市も大きく成長しているが、他の都市
は一人当たりGRP、全体の経済規模は
小さいという課題がまだ残っている。

＊ 経済学の理論の1つで、「富める者が富めば、貧しい者にも自然に富が浸透（トリクルダウン）する」との考え方。

図１

（出所）中国国家発展改革委員会住房城郷建設部「長江デルタ都市群発展計画に関する通知」



63ERINA REPORT PLUS

中国にはたくさんの都市があり、それぞ
れの都市が特化した役割を持って発展し
ている。その中で合肥市は新たなハブ都
市としての機能が期待されている。合肥
市の特徴は中国における科学技術セン
ターの可能性を秘めていることである。中
国に4つの国家レベルの実験室が合肥
市に設置されている。ここには有名な中
国科学技術大学があり、この大学を中心
に合肥市を中国の最先端技術の集約地
にしようとしている。2020年の12月に『サ
イエンス』に発表された中国の「九章」と
名付けられた量子コンピューターを開発し

たのもこの大学チームである。さらにネイ
チャー・インデックスが発表した「2019年世
界200科学都市ランキング」では、上海な
どの大都市がランキングされているが、こ
の合肥市が中国の中規模都市でありなが
ら世界のトップ20に入っていたことも注目さ
れる。

中国は国土が広く人口が多い。地理的
な制約で人口分布が極めて偏っているこ
とが中国の地域政策の複雑性を物語って
いる。本稿では中国の地域間格差の現
状を把握しながら、地域政策の主眼が次
第に都市に変わってきていることを述べて

いる。さらに安徽省が長江デルタに追加さ
れたことで長江デルタ地域における一体
化が推進されていく中、合肥市のサブ都
市の役割がより明確になってきている。そ
うしたダイナミックな動きの中、安徽省は私
にとって大変興味深い研究対象になって
いる。それと連動して長江デルタの地域に
いかにこれから研究していくかということを
考えなくてはいけないが、将来に視点を移
した時に、既にテイクオフした合肥市の発
展が省内の他の都市にどのような波及効
果を及ぼすか、というのが重要な地域政
策の研究テーマの一つではないかと思う。

本日は3つの都市の事例を紹介したが、
書籍として発刊した中では、アメリカとロシ
アを加えて5カ国の事例を分析した。多様
な視点で、多様なテーマを取り扱っている。
ここでは総括として、横串を刺すような形
でまとめたいと思う。基本的には本書の終
章で岡本信広大東文化大学国際関係学
部教授と私がまとめた内容である。

まず、都市が大国の地域経済にとって
どういう意味を持つのか、ということについ
て少し整理しておきたい。都市と地域経
済の関係では、2つのことを前提条件とし
て頭に置いておく必要があると思う。一つ
は、本日3人の報告の中にも具体例がたく
さん出てきたが、都市は地域経済発展の

原動力で、経済活動が活発に行われるこ
とで人が集まり、これによって地域総生産

（GRP）が増えるということである。人が
都市で活動することが経済成長につなが
る。もう一つは、そうした都市への人口集
中が世界で進んでいるということだ。都市
人口比率の増加が20世紀からずっと続い
てきているし、今後も続いていくだろうという
ことを国連が予測している。

その上で本書をまとめとして、3つの観
点からそれぞれ3つのキーワードを拾って
みた（図１）。都市の成長・衰退の要素は
3つある。競争が行われ、交通体系が整
備されて接続が充実し、さらにその人的
資源があることが都市の成長にとっては

重要な要素である。
次に、今回取り上げた3つの都市の特

徴を整理してみると、コペンハーゲンは「環
境」がキーワードであり、世界を代表する
ような環境都市であるという特徴を持って
いる。福岡のキーワードは「国際化」で、
1980年代から進めてきた政策が、今世紀
に入って経済のグローバル化が進む中で
結実してきている、成果が上がってきてい
るということである。合肥は、中国政府が
「都市群」、すなわち都市を核とした地域
政策を進めたことで現在経済成長が進ん
でいるという話であった。

これら3つの都市も含めて、本書で取り
上げた5つの事例全体を通して浮かび上
がってくる示唆は、都市の成長にとってグ
ローバル市場へのアクセスが重要だという
こと。次に、中規模都市においては都市
のアイデンティティを持つことが重要である
ということ。大都市は全てフルラインナップ
で色 な々機能を持つことができるが、中規
模の都市の場合は特徴を持つことが重要
だ。そして3つ目は、都市の政策と国の国
土政策との関係も重要だと言える。

我々はさらに研究を深めていかなけれ
ばいけないと考えている。根本的なところ
で、そもそも都市とは何だろう、そして中規
模都市とは、といったことについても皆で
悩んだ。引き続き研究を進めていきたい。
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図１　3つの観点と3つのキーワード
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